
４ 令和４年度当初予算

　　イ　歳出予算総括表［特別会計］

（単位：百万円，％）

A B C D E=B+C+D F=B/A G=E/A

港湾特別整備事業費 15,501 16,046 0 0 16,046 103.5 103.5

県営住宅事業費 5,237 6,153 0 64 6,217 117.5 118.7

20,739 22,198 0 64 22,262 107.0 107.3

注） 端数処理の関係で積み上げ数値と総額が異なる場合等がある

合　計

Ｒ３年度
当初

予算比
合計

Ｒ４年度
当初
予算

Ｒ３年度
12月補正

予算区　　　分

Ｒ３年度
当初予算

Ｒ３年度
当初

予算比

Ｒ３年度
２月補正
予算

　(1)　土木建築局関係

　　ア　歳出予算総括表［一般会計］

※令和３年度２月補正及び12月補正は国補正対応分を計上（以下同様）

A B C D E=B+C+D F=B/A G=E/A

公共事業費 91,694 109,210 15,035 15,220 139,465 119.1 152.1

補助公共事業費 41,242 44,649 14,171 11,874 70,695 108.3 171.4

直轄事業負担金 13,754 11,827 864 3,346 16,037 86.0 116.6

単独建設事業費 13,550 14,030 0 0 14,030 103.5 103.5

維持修繕費 14,506 16,223 0 0 16,223 111.8 111.8

災害復旧事業費 8,642 22,480 0 0 22,480 260.1 260.1

その他事業費等 12,992 13,569 0 0 13,569 104.4 104.4

104,686 122,778 15,035 15,220 153,033 117.3 146.2

注1） 端数処理の関係で積み上げ数値と総額が異なる場合等がある

注3） Ｒ４年度当初予算の補助公共事業費には，Ｒ２年度からの繰越明許費のうち，未契約の振替分（3,097百万円）を含む

注4） 単独建設事業費には，住宅特別会計への繰出金を，Ｒ３年度当初予算1,007百万円，Ｒ４年度当初予算964百万円を計上している

注2） Ｒ３年度当初予算の補助公共事業費には，Ｒ元年度からの繰越明許費のうち，未契約の振替分（630百万円）を含む

Ｒ３年度
当初

予算比
合計

Ｒ４年度
当初
予算

Ｒ３年度
12月補正

予算区　　　分

Ｒ３年度
当初
予算

Ｒ３年度
当初

予算比

Ｒ３年度
２月補正
予算

（単位：百万円，％）

合　計
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（単位：千円,％）

Ｒ３年度
当初予算

Ｒ４年度
当初予算

比率

補助公共 国直轄事業 単独建設 維持修繕費 その他

A B 事業費 負担金 事業費 事業費等 B/A

42,272,036 44,313,294 18,339,589 6,480,000 6,402,615 9,880,781 3,210,309 104.8

15,703,683 15,229,775 6,821,602 1,800,000 2,150,000 3,536,620 921,553 97.0

12,007,596 11,836,608 7,982,075 1,689,333 1,246,200 829,000 90,000 98.6

1,436,000 1,335,200 893,200 342,000 0 100,000 0 93.0

8,603,059 9,978,232 4,289,000 1,228,350 2,280,817 1,168,842 1,011,223 116.0

1,512,847 1,333,223 1,145,877 0 80,440 94,164 12,742 88.1

834,130 650,377 0 287,500 10,275 10,180 342,422 78.0

3,774,938 5,672,616 4,973,603 696,015 0 2,998 150.3

763,014 476,114 204,514 0 200,000 71,600 0 62.4

1,041,764 996,904 0 0 963,857 0 33,047 95.7

8,641,670 22,479,670 22,379,670 0 100,000 0 0 260.1

8,095,533 8,476,392 0 0 0 531,800 7,944,592 104.7

104,686,270 122,778,405 67,029,130 11,827,183 14,130,219 16,222,987 13,568,886 117.3

海岸事業費

　　ウ　事業別内訳表［一般会計］

区　　　分

道路事業費

河川事業費

砂防事業費

災害復旧事業費

その他事業費

合　　計

港湾事業費

漁港事業費

空港事業費

街路等事業費

公園事業費

住宅事業費
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(2) 図表［一般会計］

　ア　県全体

　イ　土木建築局関係

　　(ｱ)　財源内訳（一般財源歳入を除く）

議会費

21億2,010万円
0.19%

総務費

538億4,610万円
4.71%

民生費

1,416億271万円
12.38%

衛生費

1,250億2,679万円

10.93%
労働費

36億5,945万円
0.32%

農林水産業費

299億8,692万円
2.62%

商工費

1,023億1,557万円
8.94%

土木費

1,036億4,646万円
9.06%

警察費

645億6,717万円
5.64%

教育費

1,877億7,572万円
16.41%

災害復旧費

281億7,420万円
2.46%

公債費

1,478億8,877万円
12.93%

諸支出金

1,524億1,006万円
13.32%

予備費

10億0万円
0.09%

総額

1兆1,440億円

分担金及び負担金

38億6,890万円

3.15%

国庫支出金

367億9,952万円

29.97%

使用料及び手数料

4億528万円

0.33%

財産収入

721万円

0.01%

諸収入

40億950万円

3.27%

県債

586億1,700万円

47.74%

一般財源

190億7,100万円

15.53%

総額

1,227億7,841万円
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　　(ｲ)　事業区分別内訳

　　(ｳ)　経費区分別内訳

道路事業

443億1,329万円
36.09%

河川事業

152億2,978万円
12.40%

砂防事業

118億3,661万円
9.64%

海岸事業

13億3,520万円
1.09%

港湾事業

99億7,823万円
8.13%

漁港事業

13億3,322万円
1.09%

空港事業

6億5,038万円
0.53%

街路等事業

56億7,262万円
4.62%

公園事業

4億7,611万円
0.39%

住宅事業

9億9,690万円
0.81%

その他事業

84億7,639万円
6.90% 災害復旧事業

224億7,967万円
18.31%

総額

1,227億7,841万円

補助公共事業費

446億4,946万円

36.37%

国直轄事業負担金

118億2,718万円

9.63%

単独建設事業

140億3,022万円

11.43%

維持修繕費

162億2,299万円

13.21%

その他事業

135億6,889万円

11.05%

災害復旧費

224億7,967万円

18.31%

総額

1,227億7,841万円
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５ 令和４年度建設事業執行方針 

 

                                   令 和 ４ 年 ４ 月 

                                   土 木 建 築 局 

 

（目的） 

第１ この方針は，令和４年度の土木建築局に関わる建設事業を適正かつ効果的に執行するために必要

な基本的事項を定める。 

 

（基本方針） 

第２ １ 「社会資本未来プラン」（令和３年３月策定）については，「安心・安全で，本県の強みを生

かした，魅力ある持続可能な県土づくり」に向けた各施策に対応する事業を着実に推進すると

ともに，特に防災・減災対策については，国の「防災・減災，国土強靭化のための５か年加速

化対策」により，事業を加速し，県土の強靭化を推進する。 

     また，平成３０年７月豪雨災害等からの被災地域の一日も早い復旧・復興を目指し，災害復

旧事業や改良復旧事業などの再度災害防止対策に，引き続き，全力で取り組む。 

２ 令和４年度当初予算事業等については，災害復旧事業や災害関連事業の着実な実施に努める

とともに，災害に関連する事業以外については個々の事業の優先度や進捗状況等も踏まえ，計

画的な執行に努めるものとする。特に，令和３年度予算等の繰越事業については，事業効果の

早期発現に向け，早期執行を図る。 

３ 高度経済成長期に整備したインフラの修繕など，「社会資本の適切な維持管理」に資する取組

についても重点を置き，既存インフラが持つ機能を適切に維持し，期待される効果を最大限発

揮し続けることができるよう，より効果的・効率的な維持管理を推進する。 

４ 建設分野の調査，設計，施工から維持管理のあらゆる段階において，デジタル技術を最大限

に活用し，官民が連携した，より効果的・効率的なインフラマネジメントを推進する。 

５ 「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」（平成１２年法律第１２７号：以下

「適正化法」という）及び適正化法に基づき定められた適正化指針に沿って，透明性の確保，

公正な競争の促進，適正な施工の確保，不正行為の排除の徹底を図るための措置を適切に実施

する。 

６ 「公共工事の品質確保の促進に関する法律」（平成１７年法律第１８号：以下「品確法」とい

う）及び品確法に基づき定められた基本方針，運用指針に沿って，工事の品質を確保するため

の取組を推進する。 

７ 建設事業の適正かつ円滑な推進を図るため，事業実施に当たっての関係法令を遵守し，必要

となる手続きを確実に行う。 

 

（事業の執行） 

第３ １ 事業の執行に当たっては，「建設工事起工手続規程」（昭和３５年監第５３２０号）に基づき，

特に災害復旧事業，防災対策事業や，行政需要の高い事業及び前年度からの繰越事業を優先し

て行い，関係法令を遵守するとともに，各種事務手続きの簡素化，迅速化を図りながら，適正

な執行に努める。また，適正な工期を確保するとともに，施工時期の平準化に努める。 

２ 発注に当たっては，最新の単価を用いて積算を行うとともに，現場条件を踏まえた適切な施

工条件を明示する。 

３ 発注後，設計図書（仕様書，設計書及び図面）に示された施工条件と実際の工事現場の状態

が一致しない場合，設計図書に示されていない施工条件について予期することができない特別

な状態が生じた場合，その他，必要があると認められる場合は，適切に設計図書の変更及びこ

れに伴い必要となる請負代金の変更及び工期の変更を行う。 
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また，設計変更に当たっては，「工事請負契約に係る設計・契約設計変更ガイドライン（案）」

に基づき適切に行う。 

 

（執行計画の策定） 

第４ 工事の計画的かつ効率的な執行を行うため，次の措置を講ずる。 

① 本庁各課は，「建設工事起工手続規程」に基づく建設工事の起工伺い及びその他の事務手続を速

やかに行う。 

② 地方機関の長は，上記規程に基づく工事執行の通知を受けたときは事業の着手順位，所要工期，

用地取得及び実施設計書の作成など整合性のある年間執行計画をたて，効率的執行に努める。 

計画の策定に当たっては，用地保有量等を踏まえつつ，用地アセスメントを実施し，必要に応

じて，用地取得工程管理審議会を開催して，用地リスクへの対応策や収用適格性等について審議

する。 

また，土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）の適用を踏まえたものとし，収用適格性判定

表等を作成するなどあらかじめ本庁主管課と十分な調整を行い，さらに，必要に応じて，用地課

（土地収用法の事業認定申請の主管課）とも協議する。 

 

（適正工期の設定） 

第５ 適正な工期設定を行い，年度内完成に努める。 

なお，年度内完成が困難と見込まれるものについては，翌年度にわたる債務負担を積極的に活用

し，円滑な執行に努める。発注にあたっては，安易な工事の分割は，厳に慎み分割の必要性は事業

主管課と協議を行ったうえで決定する。 

 

（工事の執行） 

第６ １ 建設工事現場等に対する安全パトロール等の実施や安全推進協議会を設ける等，事故防止に

一層努める。 

２ 工事の施工に当たっては，地域住民への周知や周辺の事前調査を十分行い，周辺住民の生活

環境への影響を最小限とするよう十分配慮する。 

 

（工事監督・検査体制の確保） 

第７ 「品確法」の施行により，発注関係事務（工事監督・検査・評価等）を適正に実施する発注者責

任がより一層求められることから,引き続き適正な工事監督・検査体制を確保する。 

   また，受発注者の業務効率化や新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため，監督・検査に

当たっては，「新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた工事の監督業務等（遠隔臨場）に

ついて（令和３年９月２２日通知）」に基づき受発注者双方で積極的な遠隔臨場の活用に努めるとと

もに，「新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた工事及び業務に係る検査，打合せ等につ

いて（令和２年１２ 月１８ 日改正通知）」に基づき，ウェブ会議システム等を利用した協議や検査

を推進する。 

   なお，工事現場等で新型コロナウイルス感染者等が確認された場合，「工事現場等で新型コロナウ

イルス感染者等が確認された場合の対応について（令和２年４月１３ 日通知）」に基づき，発注者

は，工事（業務）主管課へ報告を行い，主管課は直ちに建設産業課へ報告する。 

 

(建設副産物対策） 

第８ １ 「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（平成１２年法律第１０４号）の趣旨を踏

まえ，特定建設資材廃棄物（コンクリート塊，建設発生木材，アスファルト・コンクリート塊）

の発生の抑制，再利用の促進，適正処理の徹底等を図る。 

２ 工事計画段階から建設副産物の発生の抑制や再利用の促進を図るため，「広島県地方機関等
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建設副産物対策連絡会議」等での流用の調整及び有効利用に努めるとともに「再生資源利用促

進実施要領」（平成４年７月１日制定）に基づき，再生資材の積極的な利用を行う。 

３ 建設副産物の処理については，「建設副産物適正処理実施要領」（平成１０年３月１５日制

定）に基づき，有効利用及び適正処分の徹底を図る。 

    

（建設資材） 

第９ １ 再生建設資材の利用を促進するため，率先的に利用する。 

２ 工事で使用する土砂(補足土)，砂，砕石及び加熱アスファルト混合物等については，数量の

多少に関わらず，原則として，再生資材を使用する。 

３ 「広島県登録リサイクル製品使用指針」(平成１６年１０月１日制定)に基づき，供給量，品

質等を考慮して順次，登録リサイクル製品の使用を指定する。また，指定した以外の登録リサ

イクル製品についても，使用に努める。 

   ４ 受注者が主要資材を購入する場合は，極力，県内業者から購入する。 

 

(用地取得事務） 

第１０ 用地取得事務に当たっては，「公共用地取得促進プログラム」（平成１８年３月７日制定）の趣

旨に基づき事業効果の早期発現と説明責任の向上に努め，事業の円滑な執行を図るため，次のこ

とに留意のうえ，計画的かつ適正な用地取得を行う。 

① 用地取得は，原則として工事実施の前年度までに行う。 

② 特に，重要な事業については用地取得工程管理計画を策定し，適正な用地保有量の確保に努め

る。 

③ 取得済みの用地の状況を把握し，一連区間として事業効果が早期に発揮できるよう，用地取得

マネジメントのＰＤＣＡサイクルにより，用地取得工程管理計画を適宜見直して，計画的な用地

取得に努める。 

④ 事業認定適期申請ルール及び裁決申請適期申請ルールに基づき，土地収用法を積極的に活用す

る。 

⑤ 市町と緊密な連携をとるとともに，先行取得制度の活用を図る。 

 

（工事等の進行管理） 

第１１ 工事等の進行管理については，「土木建築事業進行管理実施要領」（昭和５３年４月１日制定）

に基づき，特に次のことに留意のうえ，適切に行う。 

① 地方機関の長は，「地方機関事業調整会議」等で，事業の進捗状況や措置すべき課題，法令手続

きの有無及び手続状況等を的確に把握するとともに，必要に応じて執行計画の見直し等の措置を

講じ，年度内完了を図る。 

② 本庁各課は，「事業調整会議」等による進行管理を厳密に行うとともに，問題箇所の処理方策を

早期に決定し，事業の円滑な執行を図る。 

③ やむを得ない事由により年度内完了の見込みが立たない場合は，翌年度に繰り越す等，所定の

手続を行う。 

 

（電子調達の推進） 

第１２ １ 事業の発注手続の効率化等を推進するため，電子入札システムの機能改善及び適正な維持

管理に努める。 

    ２ 事業の発注手続きの完全オンライン化に向け，電子契約システム導入の検討を進める。 

    ３ 事業執行の効率化及び工事成果の適正な管理を推進するため，情報共有システム及び保管

管理システムの操作性の向上等の機能改善及び適正な維持管理に努める。 
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（測量等事前調査） 

第１３ 公共事業の測量等の実施に当たっては，事前調査費を活用し，翌年度以降の新規採択見込みの

事業は，公図，権利関係調査を，また用地取得が見込まれる事業は，用地平面図等関連図面の作

成を前年度までに完了する。 

 

（建設工事に係る入札・契約制度） 

第１４ １ 入札・契約に関する情報については，「適正化法」等を踏まえ，適切に公表する。 

２ 透明性・競争性の確保を図るため，請負対象設計額１,０００万円以上のすべての工事に

ついて，原則として一般競争入札により行う。ただし，請負対象設計額３億円未満の災害に

関連する工事については，指名競争入札によることができる。 

３ 入札参加資格要件を設定する場合は，「一般競争入札事務処理要綱（事後審査型）」等によ

り，施工能力を重視するとともに，経済性及び効率性を考慮して，公正かつ厳正に行う。 

４ 中小建設業者の受注機会の確保について，次のことに留意のうえ，十分配慮する。 

①  指名競争入札の指名に際しては，県内建設業者を積極的に指名する。 

② 受注者が下請業者を使用する場合は，原則として県内業者とする。なお，やむを得ず県

外業者を下請負人等とする場合の理由書については，災害に関連する工事に加えて，その

他の工事についても国の「防災・減災，国土強靭化のための５か年加速化対策」の円滑な

執行を図るため，提出は求めない。 

５ 工事成績条件付一般競争入札は，優良な県内企業の受注機会の確保を図ることを目的とし

ており，その趣旨に十分留意のうえ適切に適用する。 

６ 災害実績条件付一般競争入札は，災害に関連する工事を元請又は下請として施工した建設

業者を評価することを目的としており，その趣旨に十分留意のうえ適切に適用する。 

７ 価格競争から価格と品質で総合的に優れた調達への転換を促進するため，総合評価落札方

式による入札を推進する。 

８ 「県内建設業者の合併等に関する特例要綱」（平成１５年６月１日施行）による入札参加

資格審査や受注機会の確保等の特例措置により，県内建設業者の合併等の促進を図る。 

９ 大規模工事（請負対象設計金額５億円以上）においては，予定価格事後公表，低入札価格

調査制度，入札ボンド制度及び特定建設工事共同企業体制度により，適正な見積り競争の促

進を図る。  

１０ 災害に関連する工事を円滑に進めるため，不調・不落対策など，これまでに様々な対策

を講じており，これらを適切に適用するとともに，次のことに特に留意する。 

 ① 発注に当たっては，近接する複数工事の一括発注による発注件数の抑制に努める。また，

この場合には，「施工箇所が点在する工事の積算」により，適切に積算を行う。 

 ② 市町を含め，多くの災害復旧工事等が稼働しており，入札の不調・不落の発生が考えら

れる場合は，「工事着手日選択型契約方式」の適用について検討する。 

 ③ 請負金額3,500万円以上の工事の主任技術者の兼務について，災害復旧工事を含む場合

は，密接な関係があり，全ての工事箇所の間隔が２５km程度の公共工事に限り５件以内ま

で兼務を可能とする。 

④ 遠隔地からの労働者や資材調達に係る経費について，適切に設計変更を行う。 

⑤ 復興係数・復興歩掛の適用対象地域の工事発注に当たっては，これらの適用について検 

討する。 

１１ 国の「防災・減災，国土強靭化のための５か年加速化対策」を円滑に進めるため，災害

に関連する工事以外についても，受注環境の整備，不調・不落対策などの措置を講じてお

り，次のことを適切に運用する。 

① 請負対象設計金額 3,500 万円以上 8,000 万円未満の工事の主任技術者の兼務について，

災害復旧工事を含まない場合は，同一市町内で密接な関係があり，全ての工事箇所の間隔
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が１５km程度の公共工事に限り３件以内まで兼務を可能とする。 

 ② 入札不調の抑制を図るため，同時期に発注しなければならない真に必要な工事について

は，一抜け方式による入札を実施する。 

 

（測量・建設コンサルタント等業務に係る受注者の指名等） 

第１５ 測量・建設コンサルタント等業務の発注に際しては，「測量・建設コンサルタント等業務発注事

務処理要綱」（平成１１年４月１日制定）に定める基準を遵守し，委託業務の適正な実施を確保

するための執行能力を重視するなど，その目的と内容に適した業者を厳正に選定する。 

 

(受注者の指導） 

第１６ 適正化法第３条の規定に基づき，不良不適格業者の排除を推進し，公共工事の適正な施工を確

保するため，厳正に受注者を指導するとともに，次のことに重点的に取り組む。 

① 受注者の技術者の専任制及び一括下請負等の排除を徹底するため，発注者支援データベースシ

ステムを十分活用するとともに，適切に施工体制等の立入り点検を行う。また，専任等の把握に

違反がある場合には措置請求を行うとともに，是正が認められない場合には，工事の一時中止又

は指名除外等，建設業者に対して厳正な対応を行う。 

② 県発注工事における適正な施工の確保を図るとともに，下請・資材業者へのしわ寄せを防止す

るため，低価格入札により落札した工事について，工事中の施工体制等の確認や下請・資材業者

への代金の適正な支払状況の確認を徹底する。 

③ 地域の優良な企業の適正な受注機会を確保するため，契約の締結に際し専任技術者の配置状況

等の営業実態について確認できる資料の提出を求めることにより，稼動実態のない営業所（いわ

ゆる「名ばかり営業所」）の排除を徹底する。 

④ 低入札価格調査制度により契約した工事及び県外業者を下請負人とすることを承認した工事に

ついては，適正な施工を確保するため，施工体制等立入り点検により主任（監理）技術者の現場

専任や施工への実質的な関与等の施工体制の点検を徹底する。 

 

（社会資本の適切な維持管理の推進） 

第１７ 「インフラ老朽化対策の中長期的な枠組み」と主要な施設分類毎の「修繕方針」に基づき，ア

セットマネジメントを活用した施設の長寿命化によるライフサイクルコストの縮減や修繕費の平

準化を図るとともに，デジタル技術を活用した予測保全の導入やドローン等による施設点検など

の取組を推進する。 

 

（デジタルトランスフォーメーションの推進） 

第１８ 「広島デジフラ構想」に基づき，建設分野の生産性向上に向けたＢＩＭ／ＣＩＭの活用やＩＣ

Ｔ建設機械等による施工の拡大，新たなサービス・付加価値の創出に向けたインフラデータの一

元化・オープンデータ化や官民でのデータ連携を可能とするインフラマネジメント基盤（Ｄｏｂ

ｏＸ）を活用した３次元点群データの提供など，デジタル技術を活用した様々な取組を推進する。 

 

（建設分野の革新技術の活用） 

第１９ 「広島県建設分野の革新技術活用制度」に基づき，公共土木施設の調査・設計・施工・維持管

理のあらゆる段階において，施設の長寿命化や施設整備等の効率化・高度化に資する革新技術の

募集・登録を行うとともに，登録した革新技術の活用を推進する。 

 

（社会保険等未加入対策） 

第２０ １ 建設業者の社会保険等（健康保険，厚生年金保険及び雇用保険）の加入促進を図り，技能

労働者の労働環境の改善を図るため，県発注工事における社会保険等未加入対策を行う。 
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２ 受注者から提出された施工体制台帳で，二次以降を含む全ての下請業者について社会保険

等に未加入であることを確認した場合，発注者から建設業許可行政庁へ通報する。 

３ 受注者が社会保険等未加入建設業者を下請負人としたことが判明した場合は，特別の事情

がある場合を除き，受注者に対して，違約金請求，指名除外，指名除外に伴う工事成績評定

点の減点を行う。 

ただし，一次下請業者については，特別の事情がある場合においても，指定期間内に社会

保険等への加入を義務付ける。 

 

(暴力団等排除及び不正行為対策） 

第２１ １ 公共工事等に対する暴力団等の不当介入・不当要求に対しては，受注者が適切に対応でき

るよう警察本部との連携を緊密にして指導等を行うとともに，極力，契約締結営業所等への

不当要求防止責任者の配置を求め，責任者講習を受講させる。 

２ 暴力団排除を徹底するため，暴力団関係企業であることが判明するなどした場合には，約

款及び特約事項により，当該業者が県発注工事等の施工等のために必要な契約を締結するこ

とができないよう措置するとともに，発注者から建設業許可行政庁へ通報する。 

３ 談合情報に対しては，「談合情報対応マニュアル」（平成６年８月３１日制定）及び「談合

に関する情報の信ぴょう性等の判断基準」（平成１５年４月１日制定）により的確に対応す

るとともに，公正取引委員会及び警察本部に適切に通報する。 

４ 県発注工事等に係る入札・契約事務に関する外部からの働きかけ及び情報提供要求に対し

ては，「建設工事等の入札・契約事務に関する外部からの働きかけ等への対応要綱」（平成２

５年２月８日制定）により的確に対応する。 

 

（環境保全と循環型社会の構築） 

第２２ 豊かで美しい自然環境を保全するとともに，地球温暖化への影響を低減させるため，自然環境・

生態系に配慮したインフラ整備や資源の有効利用など，環境への負荷が少ない持続可能な社会の

構築に向けた取り組みを推進する。また，公共事業の実施に当たり，率先して環境配慮に努める

ため，「広島県環境配慮推進要綱」（平成１５年４月１日施行）に基づき，公共工事の計画段階か

ら工事段階に至る全ての段階において，環境配慮指針に留意し，自主的に環境配慮を行う。 

 

（引継事務） 

第２３ 適正な公物管理の推進を図るため，「広島県の施行する公共事業に伴う管理事務引継処理要領」

（平成５年４月１日施行）等に基づき，法令手続きの有無及び手続状況を把握し，管理部門との

連絡調整を緊密に行い，公共施設の管理事務の引継ぎが円滑に行われるように適切に処理する。 
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６ 平成 30 年７月豪雨及び令和３年７月・８月豪雨災害か

らの復旧・復興 
(1) 平成 30 年７月豪雨 
ア 概要 

戦後最大級の災害に立ち向かい，今後の復旧・復興における県としての姿勢・基本的な考え

方，更には具体的な取組のロードマップを示すことで，県民の皆様の将来に向けた展望を早い

段階で描いていただくため，発災２か月後（９月 11 日）に「平成 30 年７月豪雨災害からの復

旧・復興プラン」を策定した。 

        【基本方針】 

・ 県民生活や経済活動の日常を取り戻す。 

・ 単なる復旧・復興ではなく，より力強い軌道へと押し上げる。 

これらを実現するために， 

・ ピンチをチャンスに変える視点で取り組む。 

このプランでは，『この災害を起点とした，創造的復興による新たな広島県づくり』を目指す

姿に位置付けるとともに，『将来に向けた強靭なインフラの創生』を柱の一つに掲げ，被災地の

一日も早い復旧・復興に全力で取り組むこととしている。 

        【取組】 

○ 被災前の構造にこだわることなく被害の発生の要因を踏まえた工法の選定などにより必

要な強靭化を進める。 

○ 防災・減災に資する新たなまちづくりを市町と連携して進め，住民の安全な居住が誘導さ

れるよう取組を進める。 

○ 二次災害防止を図りつつ，被災された住民の皆様の日常の回復が図られるよう，全力を挙

げて復旧・復興に取り組むとともに，将来にわたって災害に強く安全・安心に暮らせるまち

づくりに取り組む。 

○ 再度災害防止の観点から，改良復旧に積極的に取り組むとともに，被災前の構造にこだわ

ることなく被害の発生の要因を踏まえた工法の選定などにより，公共土木施設の強靭化を進

める。 

 

イ 災害からの着実な復旧（将来に向けたインフラの創生） 
【災害復旧事業（公共土木施設）】 

◆ 公共土木施設の災害復旧事業については，令和４年４月末時点において，改良復旧事業

等により実施する箇所を除いた 2,523 箇所のすべての工事に着手し，このうち 2,256 箇

所の工事が完成している。 

◆ 一方で，新型コロナウイルス感染症拡大の影響や令和３年に発生した災害の影響などに

より，依然として地域内事業者の手持ち工事量が多く，下請業者の確保が困難な状況が

続いており，西部建設事務所及び西部建設事務所東広島支所管内において一部の工事に

遅れが生じている。 

◆ このため，下請業者や技能労働者の確保に向け，引き続き工事の稼働状況を市町工事も

含めて，より詳細に把握し，関係団体等を通じ手持ち工事量が比較的少ない地域から下

請業者の確保が困難な地域への下請参加などの協力要請を行っている。 
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◆ また，工事箇所ごとの現場状況を詳細に把握した上で，工期短縮・省力化に資する二次

製品や工法を積極的に活用することにより事業の進捗を図り，令和４年度中の完成を目

指す。 

   

ウ 復旧から創造的復興へ（将来に向けた強靭なインフラの創生） 

【公共土木施設の強靭化】 

◆ 主要地方道呉環状線については，被災箇所を含めた一連の区間について，再度災害防止

を図るため災害復旧に合わせて改良するとともに，狭隘で線形不良区間について道路線

形改良を含めた道路拡幅を実施しており，令和４年度中の完了を目指す。 

◆ 三篠川及び沼田川流域については，被災箇所を含めた一連の区間を改良することによっ

て，平成 30 年７月豪雨相当の流量について家屋浸水被害を解消する対策を実施してお

り，三篠川については令和５年度中，沼田川流域については令和４年度中の完了を目指

す。 

   【砂防ダム等の建設による県土の強靭化】 

◆ 砂防ダムなど土砂災害防止施設の整備により，災害に強いまちづくりを推進しており，

緊急事業については令和３年度までで概ね完了し，引き続き，再度災害防止事業につい

て令和５年度中の完了を目指す。 

   【安全・安心に暮らせるまちづくりの推進】 

◆ 令和３年３月に策定した広島県都市計画区域マスタープランに基づき「コンパクト＋ネ

ットワーク型」の都市を再構築するとともに，土砂災害特別警戒区域の逆線引きを推進

するなど，長期的な視点を持ちながら，災害リスクの低い地域へ居住を誘導する取組を

市町と連携して進める。 

◆ 逆線引きの取組については，目指す姿や今後の進め方等を定めた取組方針を令和３年７

月に策定し，地元説明会などの準備が整った箇所から地域との調整を開始した。まずは

市街化区域の縁辺部における山地や農地などを対象箇所として，令和６年度の都市計画

変更に向けた取組を市町と連携しながら先行的に進める。 
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【ロードマップ】 
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(2) 令和３年７月・８月豪雨 
ア 概要 

令和３年７・８月豪雨により発生した多数の公共土木災害の早期復旧に向けて災害復旧

工事を進めるとともに，土砂災害が発生した箇所について災害関連緊急砂防事業を実施し

ている。また，被災箇所のうち，特に河川の氾濫により甚大な浸水被害が発生した県内６

河川について，再度災害防止の観点から，被災箇所周辺も含め一体的に整備する改良復旧を行

うこととし，これらの対策の実施区間や手法等を「令和３年豪雨 改良復旧プロジェクト」

としてとりまとめた。 

 

イ 令和３年豪雨 改良復旧プロジェクト 
【河川改良復旧による再度災害防止対策の推進】 

◆ 天井川（三原市沼田東町七宝）については，堤防決壊により，甚大な農地浸水被害等が

発生したことから，一連区間において堤防を強化する改良復旧を行い，河川水等の浸透

による堤防決壊を防止する。 

◆ 三津大川（東広島市安芸津町三津）については，河川の氾濫により甚大な家屋等浸水被

害が発生したことから，一連区間における河道拡幅や橋梁架替等による改良復旧を行

い，令和３年７月豪雨相当の洪水から市街地における浸水被害を防止する。 

◆ 本川（竹原市本町）については，河川の氾濫及び内水の氾濫により甚大な家屋浸水被害

等が発生したことから，河道拡幅及び橋梁架替等の改良復旧，及び竹原市による内水対

策を実施し，令和３年７月豪雨を上回る平成 30年７月豪雨相当の洪水から床上浸水被害

を防止する。併せて，土地利用規制等の流域対策を推進し，早期に地域の安全性の向上

を図る。 

◆ 多治比川（安芸高田市吉田町）については，堤防決壊や河川の氾濫により甚大な家屋等

浸水被害が生じたことから，一連区間における河道拡幅及び橋梁架替等による改良復旧

を行い，令和３年８月豪雨相当の洪水から家屋浸水被害を防止する。併せて，破堤区間

の堤防強化や，安芸高田市による内水対策（検討中），土地利用規制等の流域対策を推進

し，早期に地域の安全性の向上を図る。 

◆ 出原川（北広島町南方）については，河川の氾濫等により，甚大な農地浸水や護岸崩壊

等の被害が生じたことから，築堤及び護岸嵩上げによる改良復旧を行い，湾曲部等から

の越水・溢水による浸水被害の軽減を図る。 

◆ 冠川（北広島町本地）については，河川の氾濫等により，甚大な農地浸水や護岸崩壊等

の被害が生じたことから，築堤及び護岸嵩上げによる改良復旧を行い，湾曲部等におけ

る越水・溢水による浸水被害の軽減を図る。 
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【ロードマップ】 

■令和３年７月豪雨 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ■令和３年８月豪雨 
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７ 社会資本未来プラン及び関連計画等

「社会資本未来プラン（以下「プラン」という。）」は，本県の総合計画である「安心 
誇り 挑戦 ひろしまビジョン」が目指す県土の将来像を実現するための分野別計画であり，
今後の取組の方向性など，社会資本マネジメントの基本方針を定めたものです。また，こ
のプランに基づき事業別整備計画等の関連計画等を策定し，計画的な社会資本整備を推進
しています。

プラン：令和３年度～令和12年度〔10年間〕

関連計画：令和３年度～令和７年度〔５年間〕

(1) 策定の趣旨・位置付け

(2) 計画期間

(3) プランの概要

最適な資源配分による効果的なハード対策の推進

県民の安全・安心の確保や社会経済活動を維持・発展させていくため，地域の状
況や市町のまちづくり計画も勘案しながら優先度を設定し，最適な資源配分によ
る効果的な社会基盤の整備を推進

ハード対策を補完する取組の充実・強化

既存インフラの更なる有効活用やその機能を高めるハード対策に加え，ソフト対
策を一層充実・強化させ，ハード・ソフト対策を相互に関連・補完させながら，
より効果的・効率的な取組を推進

効果的・効率的な維持管理の推進

老朽化する既存インフラが更に増大する中，既存インフラが持つ機能を適切に維
持し，期待される効果を最大限発揮し続けることができるよう，国・市町等と連
携して，より効果的かつ効率的な維持管理を推進

進展するデジタル技術の実装によるイノベーション

社会情勢の変化に伴う様々な課題に的確に対応していくため，デジタル技術を最
大限に活用していくとともに，新たなサービスや付加価値の創出にも，民間企業
等と積極的に協働しながら推進

ア 基本的な取組方針

イ 目指す姿

県民が様々な場面（平時から非常時に至るまで）において，「安全・安心」や

「サービス（利便性・快適性・生産性）」等の向上を実感できる社会
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デ ジ タ ル ト ラ ン ス フ ォ ー メ ー シ ョ ン （ 広 島 デ ジ フ ラ 構 想 ） の 推 進

【 デ ジ タ ル 技 術 の 実 装 に よ る イ ノ ベ ー シ ョ ン 】
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(4) プラン及び関連計画等体系図

関連計画等

広島県建設産業ビジョン2021

広島デジフラ構想

広島県道路整備計画2021

ひろしま海岸防災プラン2021ひろしま砂防アクションプラン2021

広島県みなと・空港振興プラン2021

県営住宅再編５箇年計画

事業別整備計画

広島県耐震改修促進計画（第３期）

安心 誇り 挑戦 ひろしまビジョン（令和２年10月策定）

社会資本未来プラン（令和３年３月策定）

広島県インフラ老朽化対策の中長期的な枠組み

施設分類毎の修繕方針（36施設）

河川内の体積土等除去計画2021

ひろしま川づくり実施計画2021
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８ 広島デジフラ構想 2022 ～２nd ステージへ～ 

 
(1) 策定の趣旨 

本県では，令和２年10月に策定した県の総合戦略である「安心 誇り 挑戦 ひろしまビジョン」

において，デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の推進を全ての施策を貫く３つの視点の

一つとして掲げるとともに，令和３年３月に策定した社会資本分野のマネジメント基本方針であ

る「社会資本未来プラン」においても，効果を高めるための施策として位置付け，先駆的に取り

組むこととしている。 

    「広島デジフラ構想」（以下「本構想」という。）は，建設分野における調査，設計，施工から

維持管理のあらゆる段階において，デジタル技術を最大限に活用し，官民が連携してインフラ（公

共土木施設等）をより効果的・効率的にマネジメント（管理・運営）していくため，目指す姿や

具体な取組案をとりまとめたものである。 

    令和４年度からは，空港，港湾，管理部門等の取組案を追加し，「広島デジフラ構想 2022

～２nd ステージへ～」として改訂し，ＤＸ施策を推進する。 

 

(2) 基本的な考え方 
社会情勢の変化に伴う様々な課題に的確に対応していくためには，急速に進展するデジタ

ル技術の活用は非常に有効な手段である。 

    このため，本構想の実現に向けて，次の３つの考えを基本に，５つの姿勢で取組を推進す   

る。 

【３つの基本的な考え方】 

(１)デジタル技術を最大限に活用 (２)データ利活用を推進 (３)人材育成と官民連携を推進 

【５つの取組姿勢】 

(１) ユーザーファースト(県民起点)で考える  (２)分野(縦割りの壁)を越える 

(３) 様々な関係者を巻き込む (４)小さく始めて改善を繰り返す (５)失敗を恐れない 

 

(3) 取組期間 
令和３年度から令和７年度までの５年間とする。 

 

(4) 目指す姿 
「社会資本未来プラン」に示す県土の将来像の実現に向けて，本構想では次の５つの姿を

目指す。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○オープンデータ化が進み，官民データを活用した災害リスク情報など，県民

が必要な情報を容易に入手できることで，県民の安全・安心が向上し，新た

なサービス・付加価値が創出されている。 

 
○県土全体の３次元デジタル化や将来の自動運転に向けた環境整備などにより，  

県民の利便性が向上するとともに，物流・交通・観光など幅広い領域において

も，新たなサービス・付加価値が創出されている。 

 

○社会資本整備の調査・設計・施工から維持管理のあらゆる段階において，

BIM/CIM の活用や ICT 建設機械による施工，AIを活用した点検技術などによ

り，建設分野の生産性が向上している。 

 

○これらの実現に向けて，建設分野における関係者が，デジタル技術に関する一

定の知識や利用する能力（デジタルリテラシー）を持ちつつ，官民でノウハウ

などを共有しながら，持続的な変革を実践している。 

 

Ⅰ.新たな 
サービス・ 

付加価値の 
創出 

Ⅱ.県民の 
安全・安心 

の向上 

Ⅲ.県民の 
利便性 
向上 

Ⅳ.建設分野 
の生産性 

向上 

Ⅴ.持続的な 
変革 
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(5) 具体な取組案 
具体な取組案は，本構想の策定時点で想定する取組の将来像や内容をとりまとめたもので

ある。今後，デジタル技術の進展や取組の進捗状況などにより，他分野への応用や，複数の

取組を組み合わせた新たな取組への発展も見込まれる。このため，毎年度フォローアップを

実施し，取組内容やロードマップの見直しを行う。 

また，取組案に加え，様々な施策アイデアについても，引き続き具体化に向けて検討・  

調整を進めていく。 

 

 

目指す姿 取組分類 具体な取組案（抜粋） 

Ⅰ.新たな 

サービス・ 

付加価値の 

創出 

①データの一元

化・オープン化 

・インフラマネジメント基盤（DoboX）の構築，運用拡大 

・地盤情報のオープンデータ化 

②価値ある 

データの整備 

・県土全体の３次元デジタル化 

・都市計画基礎調査結果のオープンデータ化           

Ⅱ.県民の 

安全・安心

の向上 

③災害リスク 

情報の発信 

・個人ごとに異なる災害リスク情報のリアルタイム発信 

・洪水予測などの水害リスク情報の高度化                              

④異常気象時 

の業務効率化 

・画像情報等の充実・強化 

・ダム放流操作の精度向上を支援するシステムの構築      

Ⅲ.県民の 

利便性向上 

⑤円滑な物流・

人流の実現 

・ビッグデータを活用した主要渋滞箇所における交通円滑

化対策の実施 

・デジタル技術を活用した港湾物流の高度化・効率化      

Ⅳ.建設分

野の生産性

向上 

⑥効率的な 

事業の推進 

・主要構造物における CIM の完全実施（i-Construction の 

推進） 

・ＡＩなどを活用した地形改変箇所等の抽出            

⑦維持管理の 

高度化・効率化 

・除雪作業における支援技術の構築 

・IoT やドローン等を活用した獣害防止対策の構築        

Ⅴ.持続的

な変革 

⑧人材育成と 

官民連携 

・建設分野におけるデジタルリテラシー向上に係る研修の 

実施 

・建設分野におけるＤＸ推進のための官民協働体制の構築      
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９ 社会資本の適切な維持管理の推進 

 
(1) ねらい 

社会資本は，その多くが高度経済成長期に整備されており，建設後 50年以上を経過する施設が

20 年後には橋梁で約８割，砂防堰堤で約９割となるなど，高齢化した施設の割合が増大している

ことから，老朽化対策の更なる強化が必要となっている。 

「インフラ老朽化対策の中長期的な枠組み」と橋梁など主要な施設分類毎の「修繕方針」に基

づき，防災・減災や県土の強靭化などに資する既存インフラの機能維持を図るための重点的な老

朽化対策を実施する。また，「建設分野の革新技術活用推進事業」により，これまでの施設の長寿

命化に加え，インフラ整備等の効率化・高度化に資する革新技術の活用を推進する。 

 

 

(2) 事業の概要 
 

 区  分 事 業 内 容 

主要な公共土木施設

の修繕 

道路事業 尾道大橋外 橋梁補修 等 

河川事業 手城川外 排水機場修繕 等 

ダム事業 魚切ダム管理施設外 更新工事 等 

砂防事業 本郷川砂防堰堤外 堰堤修繕 等 

港湾事業 御手洗港大長地区外 桟橋補修 等 

海岸事業 尾道糸崎港三原地区外 護岸修繕 等 

漁港事業 草津漁港外 岸壁補修 等 

公園事業 びんご運動公園外 機器更新工事 等 

建設分野の革新技術

活用推進事業 

① 建設分野の革新技術に関する情報の発信 

② 建設分野の革新技術の活用推進 
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